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１ この調査について 

 令和７年度建設業構造実態調査は、県内の建設業に携わる企業や個人の実態を把握し、県内の建設企業

が取り組んでいくべき課題を探る基礎資料とすることを目的として、建設企業における社員の状況や、今

後の経営方針など企業活動全般について、県内の建設企業を対象にアンケート形式で実施しているもの

である。 

 建設業構造実態調査は、昭和 61 年度に第１回調査を実施した後、昭和 63 年度以降はおおむね３年ご

とに定期的に調査を行っており、今回の調査は 14回目となる。 

 なお、対象とする企業や、アンケートの設問については、その調査のつどに見直しを行いながら実施し

ているものである。 

 

２ 調査項目 

 今回の調査では、建設業における状況把握をするために、前回調査までの設問に加え、外国人労働者の

受入状況について新たに設問に加えて調査項目とした。 

 

３ 調査方法 

 ①調査の対象  令和７･８年度県営建設工事競争入札参加資格をもつ企業及び個人 

 県の令和７・８年度県営建設工事競争入札参加資格者として登録されている県内の建設

企業、個人等のうち、共同企業体を除く 1,136 社を対象とした。 

 ②調査方法  調査票を郵送により発送、回収 

 ③調査基準日  令和７年 10月 31日 

 ④調査実施期間 令和７年 11月 14日～令和７年 12月 19日 

            （令和８年１月 13日回収分までを反映） 

 

４ 回収状況 

 アンケート調査票の回収状況は以下の通り、最終的な有効回答率は 64.2％となった。 

  発送数 1,136 

  回収数 746 

  有効回答数 729 

  有効回答率 64.2% 

 

５ アンケート集計について 

 アンケートの回答は、その設問によっては、その企業等が所在する地域や業種・年齢ごとに分類して

集計を行った。地域の区分は、県の広域振興局土木部、土木センターの地域区分に一致させるものとし

て、岩手県を 14地域に分割したものである。 

 

※回答の構成比は百分率で表し、小数点第２位を四捨五入して表示しているため合計が 100％にならないことがある。 

※平均値は各項目の合計を n値（number of cases）で除して算出しており、０を記載の企業についても有効回答として分子・分母に含

めている。 

※有効回答のなかには、属性（業種・地域・年齢など）について回答がない場合もあるため、ｎ値が異なる場合がある。 
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広域

振興局
地区 (対応公所) 対応市町村

盛岡市

滝沢市

岩手郡雫石町

紫波郡紫波町

紫波郡矢巾町

八幡平市

岩手郡葛巻町

岩手郡岩手町

奥州市

胆沢郡金ケ崎町

花巻 花巻土木センター 花巻市

北上市

和賀郡西和賀町

遠野 遠野土木センター 遠野市

一関市(※旧一関市

と、一関市花泉町)

西磐井郡平泉町

千厩 千厩土木センター

一関市(※一関市大東

町、同千厩町、同東山

町、同室根村、同川崎

村、同藤沢町)

釜石市

上閉伊郡大槌町

宮古市

下閉伊郡山田町

下閉伊郡岩泉町

下閉伊郡田野畑村

大船渡市

陸前高田市

気仙郡住田町

久慈市

下閉伊郡普代村

九戸郡野田村

九戸郡洋野町

二戸市

九戸郡軽米町

九戸郡九戸村

二戸郡一戸町

岩手県県土整備部公所管内表

久慈

県北

県北広域振興局

土木部

二戸 二戸土木センター

釜石

沿岸

沿岸広域振興局

土木部

宮古 宮古土木センター

岩泉 岩泉土木センター

大船渡
大船渡

土木センター

県南

県南

県南広域振興局

土木部

北上 北上土木センター

一関 一関土木センター

盛岡

盛岡

盛岡広域振興局

土木部

岩手 岩手土木センター

 

図 地域区分 (各土木部、土木センターごと) 

 

６ 調査の対象者について 

 県内には 5,292社※1の建設業を営む事業所があり、うち建設業許可を持つ者は 4,117社※2である。 

 このうち、県の入札参加資格を持つ者は 1,136 社であり、今回の調査ではこの企業や個人を対象とし

ている。 

 

※１ 総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査結果」

による建設業に分類される事業所数 

※２ 国土交通省「建設業許可業者の現況」による令和７年３月末現在 

 

 

 

 

 

  

建設業を営む者 5,292社 

建設業許可を持つ者 4,117社 

県の入札参加資格

を持つ者 

1,136社 
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１ 社員の状況 

 

１－１ 社員数の状況 

 

 回答企業における令和７年 10月 31日現在（以下、令和７年度）の社員数は、合計で 19,971人であっ

た。 

 このうち、男性は 13,296人、女性は 2,469人で女性の割合は 15.7％であった 

 また、常勤の社員は 15,173人、臨時・日雇の社員は 592人であり、県内の入札参加資格を持つ建設企

業においては、臨時・日雇の社員の割合は低い。 

  

   

図 社員の性別と雇用形態の割合 
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 常勤者の内訳は、男性が「経営者・役員」1,571人、「管理職」1,087人、「事務・営業等職員」717人、

「技術者」4,018人、「技能労働者」5,534人となっている。 

 女性では、「経営者・役員」441人、「管理職」102人、「事務・営業等職員」1,287人、「技術者」244人、

「技能労働者」172人となっており、「事務・営業等職員」が多く、「技術者」、「技能者労働者」の割合が低

い。 

 区分別に男女で比較すると、「事務・営業等職員」では女性が上回っているものの、他の区分では男性

の方が多い状況となっている。 

 

 

図 役職、性別ごとの社員数(常勤) 

 

 臨時・日雇の内訳は、男性が「経営者・役員」160 人、「事務・営業等職員」16 人、「技術者」20 人、

「技能労働者」173人となっている。 

 女性では、「経営者・役員」110 人、「事務・営業等職員」50 人、「技術者」２人、「技能労働者」61 人

となっている。 

 

 

図 役職、性別ごとの社員数(臨時・日雇) 
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１－２ 地域別の社員の状況 

 地域別では、全体の 25.5％が盛岡地区に所在する企業に勤務しており、他の地域に比べて多いものの、

人口比率でみると盛岡地区には県人口の 34.8％が集中していることから、建設業に従事する割合は盛岡

地区のみならず、比較的地方部に分散している傾向がみられる。 

 

 

図 地域ごとの社員の分布状況と性別 

 

表 地域ごとの社員の分布と人口の比較 

  

3408

496

1471

988

1035

383

791

429

576

733

328

844

1100

714

617

97

330

211

220

50

177

50

98

113

50

146

175

135

0 1000 2000 3000 4000 5000

盛岡

岩手

県南

花巻

北上

遠野

一関

千厩

釜石

宮古

岩泉

大船渡

久慈

二戸

男性 女性

男性 女性 総数 全体に占める割合 人口 全体に占める割合

盛岡 3,408 617 4,025 25.5% 421,244 34.8%

岩手 496 97 593 3.8% 41,942 3.5%

県南 1,471 330 1,801 11.4% 128,472 10.6%

花巻 988 211 1,199 7.6% 93,193 7.7%

北上 1,035 220 1,255 8.0% 98,179 8.1%

遠野 383 50 433 2.7% 25,366 2.1%

一関 791 177 968 6.1%

千厩 429 50 479 3.0%

釜石 576 98 674 4.3% 43,082 3.6%

宮古 733 113 846 5.4% 64,689 5.3%

岩泉 328 50 378 2.4% 11,785 1.0%

大船渡 844 146 990 6.3% 58,035 4.8%

久慈 1,100 175 1,275 8.1% 54,557 4.5%

二戸 714 135 849 5.4% 50,806 4.2%

合計 13,296 2,469 15,765 100.0% 1,210,534 100.0%

119,184 9.8%

（参考）令和２年国税調査建設業構造実態調査

単位：人 
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１－３ 社員の年齢の状況 

 社員の年齢構成は、「50～54 歳」が 1,933 人（13.1％）と最も多くなっており、「45～49 歳」が 1,821

人（12.3％）と続く。 

 30歳未満の社員数は 1,615人となっている。 

 

 

図 年齢ごとの職別社員数 

 

図 各年齢区分の社員数(職別)

  

N=

15-19歳 122

20-24歳 672

25-29歳 821

30-34歳 858
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60-64歳 1,751

65-69歳 1,388

70-74歳 931

75歳以上 586

0 

4

18 

36 

54 

122 

239 

252 

235 

286 

254 

251 

309 

17 

88 

147 

172 

201 

240 

340 

350 

256 

237 

128 

84 

36 

29 

194 

264 

250 

262 

459 

636 

628 

519 

583 

420 

247 

104 

76 

386 

392 

400 

376 

522 

606 

703 

635 

645 

586 

349 

137 

0 500 1,000 1,500 2,000

経営者・役員 事務・営業等職員 技術者 技能労働者 単位：人

全体 経営者・役員 事務・営業等職員 技術者 技能労働者

15-19歳 122 0 17 29 76

20-24歳 672 4 88 194 386

25-29歳 821 18 147 264 392

30-34歳 858 36 172 250 400

35-39歳 893 54 201 262 376

40-44歳 1,343 122 240 459 522

45-49歳 1,821 239 340 636 606

50-54歳 1,933 252 350 628 703

55-59歳 1,645 235 256 519 635

60-64歳 1,751 286 237 583 645

65-69歳 1,388 254 128 420 586

70-74歳 931 251 84 247 349

75歳以上 586 309 36 104 137

合計 14,764 2,060 2,296 4,595 5,813
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過去調査との経年変化でみると、「30 歳台」「40 歳台」の合計は平成 30 年度調査の構成比は 37.8％で

あったのに対し、令和３年度調査では 35.4％、令和７年度調査では 33.3％と、減少傾向にある。一方で

50 歳以上をみると、平成 30 年度調査の構成比は 52.0％であるのに対し、令和３年度調査では 53.9％、

令和３年度調査では 55.7％と、増加傾向にある。 

 

 

図 各年齢区分の社員数比率の経年変化 

 

表 各年齢区分の社員数比率の経年変化 
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R7調査(今回)

R3調査(前回)

H30調査(前々回)

19歳以下 20歳台 30歳台 40歳台 50歳台 60歳以上

回答企業数 729 回答企業数 925 回答企業数 970

年齢区分 人数 割合 人数 割合 人数 割合

19歳以下 122 0.8% 225 1.2% 220 1.1%

20歳台 1,493 10.1% 1,817 9.5% 1,781 9.2%

30歳台 1,751 11.9% 2,277 11.9% 2,816 14.5%

40歳台 3,164 21.4% 4,507 23.5% 4,528 23.3%

50歳台 3,578 24.2% 4,247 22.1% 4,351 22.4%

60歳以上 4,656 31.5% 6,107 31.8% 5,754 29.6%

合計 14,764 100.0% 19,180 100.0% 19,450 100.0%

R7調査(今回) R3調査(前回) H30調査(前々回)
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１－４ 地域ごとに見た社員の年齢ごとの状況 

 50歳以上の社員の割合は、遠野、千厩、岩泉、大船渡、二戸地区で６割後半以上となっている。一方、

盛岡、北上地区では５割未満であった。 

 県全域において 50歳以上が 30歳未満を大きく上回る状態となっている。 

 

  

図 各年齢区分の社員数・地域別 

 

表 各年齢区分の社員数・地域別 
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年齢区分 全体 盛岡 岩手 県南 花巻 北上 遠野 一関 千厩 釜石 宮古 岩泉 大船渡 久慈 二戸

15-19歳 122 47 4 14 18 12 0 6 2 1 8 0 2 7 1

20-24歳 237 237 21 83 58 99 5 38 8 8 25 5 14 53 18

25-29歳 821 265 21 89 84 82 8 67 21 24 41 12 16 66 25

30-34歳 858 276 26 84 82 82 17 53 15 26 46 13 52 54 32

35-39歳 893 262 30 95 79 69 28 75 17 33 35 20 46 61 43

40-44歳 1,343 355 49 182 99 116 41 88 33 57 68 27 69 92 67

45-49歳 1,821 488 59 244 158 166 41 127 58 81 67 33 104 122 73

50-54歳 1,933 459 58 206 142 145 67 141 69 104 89 41 140 174 98

55-59歳 1,645 380 80 149 129 94 50 88 47 114 91 58 126 116 123

60-64歳 1,751 407 74 164 115 99 59 105 81 78 91 43 162 156 117

65-69歳 1,388 289 74 118 76 91 58 78 67 56 69 50 117 131 114

70-74歳 931 181 47 108 56 66 26 61 33 31 51 40 61 91 79

75歳以上 586 113 29 68 59 34 21 26 23 23 34 29 37 52 38

合計 14,329 3,759 572 1,604 1,155 1,155 421 953 474 636 715 371 946 1,175 828
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図 30歳未満、50歳以上の社員の地域別割合 

 

表 30歳未満、50歳以上の社員の地域別割合 
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１－５ １年間に新たに採用した人数 

 企業がこの１年間に採用した人数は 1,047人であった。これを年齢区分別にみると、採用は 20歳代か

ら 70 歳代までの幅広い年代で行われているが、最も採用が多かった年代は、「20～24 歳」の 120 人、次

いで「15～19歳」の 105人と若年層の採用が進んでいる。 

 

 

図 １年間に新たに採用した人数 

 

表 １年間に新たに採用した人数 

  

20-24歳

N= 25-29歳

15-19歳 105 30-34歳

20-24歳 120 35-39歳

25-29歳 104 40-44歳

30-34歳 88 45-49歳

35-39歳 69 50-54歳

40-44歳 99 55-59歳

45-49歳 104 60-64歳

50-54歳 99 65-69歳

55-59歳 88 70-74歳

60-64歳 72 75歳以上

65-69歳 54

70-74歳 32

75歳以上 13
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0
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49
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53

61

69

50

36

31

20

8
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経営者・役員 事務・営業等職員 技術者 技能労働者 単位：人

年齢区分 全体 経営者・役員 事務・営業等職員 技術者 技能労働者

15-19歳 105 0 13 27 65

20-24歳 120 0 16 33 71

25-29歳 104 2 20 32 50

30-34歳 88 0 27 12 49

35-39歳 69 0 21 8 40

40-44歳 99 2 26 18 53

45-49歳 104 3 22 18 61

50-54歳 99 1 16 13 69

55-59歳 88 1 13 24 50

60-64歳 72 0 6 30 36

65-69歳 54 0 8 15 31

70-74歳 32 2 3 7 20

75歳以上 13 0 1 4 8

合計 1,047 11 192 241 603
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１－６ １年間に新たに採用した人数(地域別) 

 この１年間に、企業が新たに採用した人数を年齢区分、地域ごとにみると 64歳以下においてすべての

年齢区分で盛岡地区が最も多かった。 

 

 

図 この１年間の採用者の年齢区分、地域別人数 

 

表 この１年間の採用者の年齢区分、地域別人数 

 

 

 

 

 

  

単位：人
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0
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0

0

0
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4

0
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0
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0
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4
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8
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8

5

1

8

5

9

5

4

7

8

7
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6
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3

0

2

2

3

1
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3
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2

6
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3

3

1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130

15-19歳

20-24歳

25-29歳

30-34歳

35-39歳

40-44歳

45-49歳

50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75歳以上

盛岡:n=299 岩手:n=38 県南:n=113 花巻:n=103 北上:n=74 遠野:n=36 一関:n=54
千厩:n=21 釜石:n=42 宮古:n=78 岩泉:n=12 大船渡:n=64 久慈:n=77 二戸:n=36

年齢区分 全体 盛岡 岩手 県南 花巻 北上 遠野 一関 千厩 釜石 宮古 岩泉 大船渡 久慈 二戸

15-19歳 105 36 3 8 17 12 0 5 2 1 9 0 2 8 2

20-24歳 120 51 5 13 12 11 0 5 0 1 12 1 2 5 2

25-29歳 104 33 1 10 20 6 0 9 4 3 5 1 0 9 3

30-34歳 88 35 1 14 10 10 1 2 0 0 5 0 4 5 1

35-39歳 69 21 4 5 4 5 3 4 0 4 7 1 5 4 2

40-44歳 99 29 4 16 8 7 3 6 1 5 6 0 4 7 3

45-49歳 104 32 2 14 11 4 1 5 2 3 10 0 7 8 5

50-54歳 99 16 3 12 9 8 11 6 3 8 3 2 9 7 2

55-59歳 88 16 7 4 8 4 7 3 2 5 11 1 8 6 6

60-64歳 72 15 3 7 2 1 6 6 4 3 5 2 9 6 3

65-69歳 54 7 5 7 1 2 2 1 3 2 2 2 8 9 3

70-74歳 32 6 0 3 0 4 2 2 0 2 2 0 5 3 3

75歳以上 13 2 0 0 1 0 0 0 0 5 1 2 1 0 1

合計 1,047 299 38 113 103 74 36 54 21 42 78 12 64 77 36
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１－７ １年間に退職した人数 

 この１年間に、企業を退職した人数は合計で 1,199人であった。前述の「年間に採用した人数」のとお

り採用実績は 1,047人に対して、退職した人数が上回っている状況にある。 

 年齢区分別にみると、「65～69 歳」が 170 人と最も多く、次いで「45～49 歳」の 124 人、「70～74 歳」

の 121人となっている。 

 

 

図 １年間に退職した人数 

 

表 １年間に退職した人数 

 
  

N＝

15-19歳 17

20-24歳 101

25-29歳 94

30-34歳 81

35-39歳 74

40-44歳 91

45-49歳 124

50-54歳 91

55-59歳 76

60-64歳 108

65-69歳 170

70-74歳 121 *

75歳以上 51

0

0

0

0

1

0

1

1

5

4

7

5

9

1

12

17
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20
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21
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6

17

19

6

1

2

24

25

18
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20
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51

56

12

14

65

52

46

33

48

67

48

35

62

93

54

29

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

経営者・役員 事務・営業等職員 技術者 技能労働者
単位：人

年齢区分 全体 経営者・役員 事務・営業等職員 技術者 技能労働者

15-19歳 17 0 1 2 14

20-24歳 101 0 12 24 65

25-29歳 94 0 17 25 52

30-34歳 81 0 17 18 46

35-39歳 74 1 20 20 33

40-44歳 91 0 18 25 48

45-49歳 124 1 21 35 67

50-54歳 91 1 22 20 48

55-59歳 76 5 6 30 35

60-64歳 108 4 17 25 62

65-69歳 170 7 19 51 93

70-74歳 121 5 6 56 54

75歳以上 51 9 1 12 29

合計 1,199 33 177 343 646
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１－８ １年間に退職した人数（地域別） 

 １年間に退職した人数について、年齢区分、地域ごとにみると、「40～44歳」、「45～49歳」「75歳以上」

を除くすべての年齢区分で盛岡地区が最も多くなっている。 

 

図 この１年間の退職者の年齢区分、地域別人数 

 

表 この１年間の退職者の年齢区分、地域別人数 

 

 

 

  

N＝

盛岡 275

岩手 34

県南 117

花巻 108

北上 116

遠野 26

一関 78

千厩 33

釜石 58

宮古 88

岩泉 35

大船渡 89

久慈 83

二戸 59
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0
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0
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0
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1
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8

1
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4
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0

7
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4
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4
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3
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5
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5
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9
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4

7

7

11

10

9

6

2

3

2

5

1

3

2

6

2

3

6

4

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳 75歳以上
単位：人

全体 盛岡 岩手 県南 花巻 北上 遠野 一関 千厩 釜石 宮古 岩泉 大船渡 久慈 二戸

15-19歳 17 4 0 2 2 1 0 1 2 0 2 0 0 2 1

20-24歳 101 22 4 11 12 20 0 6 0 1 8 1 3 12 1

25-29歳 94 27 2 13 5 13 1 10 0 3 8 0 7 3 2

30-34歳 81 24 3 5 10 8 2 7 2 2 11 0 2 5 0

35-39歳 74 21 0 11 3 7 1 3 3 5 8 2 2 2 6

40-44歳 91 18 3 7 21 8 2 4 2 4 7 2 6 2 5

45-49歳 124 20 2 15 18 21 1 8 3 4 9 1 12 7 3

50-54歳 91 28 2 9 8 3 1 5 1 9 5 1 10 8 1

55-59歳 76 19 4 4 5 6 0 7 0 4 5 3 9 6 4

60-64歳 108 22 3 8 6 5 3 10 5 4 8 4 12 13 5

65-69歳 170 39 5 19 11 7 8 9 7 12 8 11 9 9 16

70-74歳 121 25 4 10 5 12 6 5 6 4 7 7 11 10 9

75歳以上 51 6 2 3 2 5 1 3 2 6 2 3 6 4 6

合計 1,199 275 34 117 108 116 26 78 33 58 88 35 89 83 59
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１－９ 外国人労働者の受入状況（全体） 

 「受け入れていない」が 87.2％と最も高く、次いで「受け入れている」が 7.7％、「受け入れていない

が、今後受け入れを検討している」は 5.2％となっている。 

 

 

図 外国人労働者の受入状況 

  

受け入れている

n=55

7.7%
受け入れていない

が、今後受け入れ

を検討している

n=37

5.2%

受け入れていない

n=625

87.2%

(N = 717)
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１－10 外国人労働者の受入状況（地域別） 

 地域別にみると、「受け入れていない」は「宮古」で 94.4％と最も高く、次いで「一関」で 92.3％と

なっている。 

 

図 外国人労働者の受入状況・地域別 

 

  

N =

  全  体 717
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１－11 外国人労働者の受入状況（業種別） 

 業種別にみると、「受け入れていない」は「設備工事業」で 92.3％と最も高く、次いで「土木工事

業」が 85.8％となっている。 

 

(参考表) 建設企業の業種分類 
業種分類 建設工事の種類 

土木工事業 土木一式工事、ほ装工事、しゅんせつ工事、水道施設工事 

建築工事業 建築一式工事 

設備工事業 
電気工事、管工事、機械器具設置工事、熱絶縁工事、電気通信工事、さく井工事、消防施設工事、清掃施

設工事 

職別工事業 

大工工事、左官工事、石工事、屋根工事、鋼構造物工事、鉄筋工事、板金工事、ガラス工事、塗装工事、

防水工事、内装仕上工事、造園工事、建具工事、とび・土工・コンクリート工事、タイル・れんが・ブロ

ック工事 

 

 

図 外国人労働者の受入状況・業種別 

  

N =

　合　計 715

土木工事業 338

建築工事業 90

設備工事業 196

職別工事業 91
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87.1

85.8

84.4
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83.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受け入れている 受け入れていないが、今後受け入れを検討している 受け入れていない
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２ 人事、労務管理 

 

２－１ 県内建設企業における年間休日日数の状況 

 年間休日日数の状況は、「101日～125日」としている企業が最も多く、全体の 64.0％を占めている。 

 前回調査との比較では「101日～125日」が 35.5％増加した一方で、「76日～100日」が 45.1％減少し

ており、多くの企業の年間休日が増加したことが窺える。 

 企業規模（資本金）区分でみても、「110 日台」では「5,000 万円以上１億円未満」が 51.1％と最も高

く、次いで「１億円以上」が 44.4％となっている。一方で「500 万円未満」は 13.7％となっている。な

お、母数の少ない「個人」「１億円以上」を除くと資本金額が大きいほど「110日台」「120日台」が多く

なる傾向にある。 

 

図 年間休日日数(有給休暇を含まない休日日数) 

 

 

図 回答があった企業の資本金別年間休日日数割合  
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２－２ 今年度の賃金の改定の状況 

 賃金の改定については、「賃上げした」と回答した企業が 71.5％と最も多かった。その一方、「してい

ない」と回答した企業は 22.9％にとどまった。 

 業種別でみると、「設備工事業」では「賃上げした」と回答した企業は 81.9％となっているが、一方「土

木工事業」では 65.0％と、16.9ポイントの差がついている。 

 また、前回調査との比較では、「賃上げした」と回答した企業は 13.9ポイント増加し、賃上げした（す

る予定）企業の割合は高く、賃金が上昇傾向にあると想定される。 

 

 

 

図 今年度の賃金の改定の状況・業種別 

 

図 今年度の賃金の改定の状況・前回調査との比較(全体)   
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２－３ 賞与の支給状況 

 賞与の支給状況は、「２回以上」が 62.3％で最も多く、次いで「１回」が 27.1％、「支給していない」

が 10.5％となっている。 

 業種別でみると、どの業種も「２回以上」が最も多い。「設備工事業」では「２回以上」と回答した企

業は 69.8％となっているが、一方「土木工事業」では 58.2％と、11.6ポイントの差がついている。 

 また、前回調査との比較では、「２回以上」と回答した企業が 6.0 ポイント減少した。一方で「１回」

と回答した企業は 7.3ポイント増加した。 

 

図 賞与の支給状況・業種別 

 

図 賞与の支給状況・前回調査との比較(全体)  
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３ 景況判断 

 

３－１ 景況の判断 

 景況判断については、多くの項目において悪化傾向を示しており、特に前回調査と比較して「業界の景

況」、「仕入価格の動向」、「融資態度」、「従業員の過不足」について、状況が悪化していると回答する企業

が多かった。 

 

表 景況判断に関する設問の回答状況 

 

83 252 355 35 725

(11.4%) (34.8%) (49.0%) (4.8%) (100.0%)
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(1.9%) (18.7%) (65.5%) (13.9%) (100.0%)
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(30.9%) (35.1%) (27.2%) (6.8%) (100.0%)
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(1.8%) (6.3%) (89.0%) (2.9%) (100.0%)
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(25.1%) (24.5%) (45.4%) (5.0%) (100.0%)
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(22.4%) (26.4%) (41.4%) (9.8%) (100.0%)
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(8.1%) (60.8%) (24.9%) (6.3%) (100.0%)
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(9.9%) (46.2%) (43.9%) - (100.0%)

※増加は「増加(10％以上)」「やや増加」の合計、減少は「やや減少」「減少(10％以上)」の合計。

※判断指数とは、各項目において「良くなった」と回答した企業の割合から、「悪くなった」と回答した企業の割合を差し引いた数字
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図 回答から見る判断指数 

 

表 回答から見る判断指数 
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３－１（１）各企業の景況感 

 各企業の景況について、前年度との比較を聞いたところ、「上昇」と回答した企業より「下降」と回答

した企業が多かった。 

 地域別でみると、「下降」と回答した企業の割合は、千厩地区が 81.8％と最も高く、岩泉地区が 81.3％

と続く。 

 また、前回調査との比較では、「上昇」と回答した企業が 0.3ポイント減少し、「下降」と回答した企業

は 0.9ポイント減少している。 

 

図 企業の景況・地域別 

 

図 企業の景況・前回調査との比較（全体） 
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３－１（２）業界の景況感 

 業界全体の景況は、1.9％の企業で「上昇」と回答した一方、65.5％の企業が「下降」と回答しており、

県内の業界景況感は厳しいとの見方が強い。 

 地域別でみると、「下降」と回答した企業の割合は、岩泉地区が 100.0％と最も高く、千厩地区が 90.9％

と続く。 

 また、前回調査との比較では、「上昇」と回答した企業が 2.7ポイント減少し、「下降」と回答した企業

は 1.7ポイント大きく増加している。 

 

図 業界の景況・地域別 

 

図 業界の景況・前回調査との比較(全体) 
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３－１（３）各企業の今期の売上高 

 各企業の売上高は、25.1％の企業で「増加」と回答した一方、45.4％の企業が「減少」と回答しており、

「減少」の方が多い結果となった。 

 地域別でみると、多くの地区で「減少」と回答した企業の割合が多くなっているが、岩手、北上地区で

は「増加」と回答した企業の割合が多くなっている。 

また、前回調査との比較では、「増加」と回答した企業が 5.4ポイント増加し、「減少」と回答した企業

は 10.8ポイント減少している。 

 

 

図 今期の売上高・地域別 

 

 

図 今期の売上高・前回調査との比較(全体)  
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３－１（４）各企業の今期の経常利益 

 各企業の今期の経常利益は、22.4％の企業が「改善」と回答しているが、41.4％の企業が「悪化」と回

答している。 

 地域別では、多くの地区で「悪化」と回答した企業の割合が多く、岩手地区では「改善」と回答した企

業の割合が多くなっている。 

 また、前回調査との比較では、「改善」と回答した企業が 3.1ポイント増加し、また「悪化」と回答し

た企業が 4.7ポイント減少している。 

 

 

図 今期の経常利益・地域別 

 

図 今期の経常利益・前回調査との比較(全体)  
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３－１（５）需要の動向について 

 企業が感じる需要の動向について、13.9％の企業が「増加」と回答しているが、一方「減少」と回答し

た企業は 51.4％となり、需要の減少を感じている企業が多い。 

 地域別にみると、「減少」と回答した企業の割合は、岩泉地区が 93.8％と最も高く、千厩地区が 71.4％

と続く。 

また、前回調査との比較では、「増加」と回答した企業が 2.7ポイント増加しているほか、「減少」と回

答した企業は 6.1ポイント減少している。 

 

図 需要の動向・地域別 

 

図 需要の動向・前回調査との比較(全体)  
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３－１（６）原材料、製（商）品の仕入価格の動向について 

原材料、製（商）品の仕入価格の動向について、「上昇」と回答した企業は 89.0％と、多くの企業で

仕入価格の上昇を懸念している。 

 地域別にみると、「上昇」と回答した企業の割合は、県南地区が 94.3％と最も高く、釜石地区が

91.4％と続く。 

 また、前回調査との比較では、「上昇」と回答した企業が 10.7ポイント増加している。 

 

 

図 原材料、製（商）品の仕入価格の動向・地域別 

 

 

図 原材料、製（商）品の仕入価格の動向・前回調査との比較（全体） 
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３－１（７）施工のための設備、機械等の状況 

 施工のための設備、機械等の状況について、75.5％の企業が「適正」と回答している。 

 地域別にみると、「適正」と回答した企業の割合は、岩泉地区が 81.3％と最も高く、釜石地区が 80.0％

と続く。 

また、前回調査との比較では、「適正」と回答した企業が 1.1ポイント減少している。 

 

 

図 施工のための設備機械等の状況・地域別 

 

図 施工のための設備機械等の状況・前回調査との比較(全体)  
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３－１（８）従業員の過不足の状況 

 従業員の過不足の状況について、70.7％の企業が「不足気味」と回答しているが、2.1％の企業が「過

剰気味」と回答している。 

 地域別でみると、「不足気味」と回答した企業の割合は、県南地区で 80.7％と最も高く、北上地区が

77.8％と続く。 

 また、前回調査との比較では、「不足気味」と回答した企業が 5.1ポイントと増加している。 

 

 

図 従業員の過不足の状況・地域別 

 

図 従業員の過不足の状況・前回調査との比較(全体) 
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３－１（９）来年度（令和８年度）の見通し 

 売上高の見通しについては、全体の 22.1％が「増加」、「やや増加」と回答しているが、45.3％の企業

が「減少」、「やや減少」と回答している。特に岩泉地区で「減少」「やや減少」の割合が高く、77.3％と

なっている。 

 
図 来年度の売上高の見通し・地域別 

 

 

図 来年度の売上高の見通し・前回調査との比較（全体） 
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 経常利益の見通しについては、全体の 15.8％が「増加」、「やや増加」と回答しているが、50.1％の企

業が「減少」、「やや減少」と回答している。特に千厩地区は「減少」の割合が最も高く 27.3％となって

いる。 

 
図 来年度の経常利益の見通し・地域別 

 

 

図 来年度の経常利益の見通し・前回調査との比較（全体） 

 

 

 

 

 

 

2.9%

2.5%

0.0%

7.0%

4.0%

5.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.9%

0.0%

0.0%

4.4%

4.1%

12.9%

13.4%

14.8%

20.9%

14.0%

17.0%

4.5%

9.6%

9.1%

15.6%

11.4%

6.7%

11.1%

13.3%

2.0%

34.2%

40.1%

44.4%

29.1%

30.0%

28.3%

63.6%

32.7%

36.4%

34.4%

28.6%

26.7%

33.3%

26.7%

30.6%

34.8%

33.1%

33.3%

29.1%

38.0%

39.6%

13.6%

44.2%

27.3%

28.1%

40.0%

46.7%

35.2%

33.3%

42.9%

15.3%

10.8%

7.4%

14.0%

14.0%

9.4%

18.2%

13.5%

27.3%

21.9%

17.1%

20.0%

20.4%

22.2%

20.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

盛岡

岩手

県南

花巻

北上

遠野

一関

千厩

釜石

宮古

岩泉

大船渡

久慈

二戸

増加(10％以上) やや増加 今年度並み やや減少 減少(10％以上)

2.9%

1.8%

12.9%

9.5%

34.2%

28.3%

34.8%

35.9%

15.3%

24.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7調査

(今回調査)

R3調査

(前回調査)

増加（１０%以上） やや増加 今年度並み やや減少 減少（１０%以上）



32 

 

 設備投資の見通しについては、全体の 9.9％が「増加」、「やや増加」と回答しているが、43.9％の企業

が「減少」、「やや減少」と回答している。一関、千厩、岩泉、大船度地区は「減少」の割合が高く、３割

を超えている。 

図 来年度の設備投資の見通し・地域別 

 

 

図 来年度の設備投資の見通し・前回調査との比較（全体） 
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３－２ 利益配分の重要度が高い項目 

 利益配分の重要度が高い項目について、１位、２位はともに「従業員への還元」と回答する企業が最も

多く、３位では「内部留保」を選択する企業が最も多い。 

 

 

（次ページに続く）  
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図 利益配分の重要度が高い項目の地域ごとの分布状況  

設備投資 新製(商)品・新技術等の研究・開発 関連会社への出資、M＆A
有利子負債削減 新規雇用の拡大 従業員への還元
役員報酬・賞与 株主への還元 内部留保
その他
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４ 経営課題 

 

４－１ 現時点での後継者の決定状況 

 現時点での後継者の決定状況は、47.1％の企業が「決まっている」または「予定者がいる」と回答した。 

 地域別でみると、岩手、花巻、北上、千厩、岩泉、二戸地区で「決まっている」または「予定者がいる」

と回答した企業の割合が５割を超え、一方、大船渡地区では 34.6％と最も低かった。 

また、前回調査との比較では、「決まっている」または「予定者がいる」と回答した企業が 1.3ポイン

ト減少した。 

 

図 現時点での後継者の決定状況・地区別 

 

図 現時点での後継者の決定状況・前回調査との比較(全体)  
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４－２ 今後の事業運営規模の意向 

 今後の事業運営について、すべての地域で「現状を維持したい」と回答した企業が最も多い。 

 地域別でみると、盛岡、花巻、北上、一関地区では「拡大したい」と回答した企業が２割となっている。

一方、「縮小したい」、「廃業したい」と回答した企業は少なく、岩手、千厩、二戸以外のすべての地区で

は１割未満となった。 

また、前回調査との比較では、「拡大したい」と回答した企業が 0.9ポイント減少した。 

 

図 今後の事業運営の方針・地域別 

 

表 今後の事業運営の方針・地域別

 

図 今後の事業運営の方針・前回調査との比較(全体)  
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４－３ 企業が直面している経営課題 

 現在、直面している経営課題については、「資材の価格上昇」を挙げる企業が 588社（81.8％）と最も

多く、「従業員の高齢化」の 557社（77.5％）、「従業員の不足、確保が難しい」の 522社（72.6％）が続

いている。 

 

図 企業が直面している経営課題 
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４－４ 企業が今後取り組みたいと考えている項目 

 企業が今後取り組みたいものについて挙げたものは、「従業員の新規採用」が 508社（71.2％）と最も

多く、「利益率の向上」が 448社（62.8％）、「利益率の向上」が 433社（62.8％）と続いている。 

 

 

図 企業が今後取り組みたいと考えている項目  
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５ 担い手確保対策 

 

５－１ 担い手の状況 

 担い手の状況については、80.3％の企業が担い手不足を「感じている」と回答した。 

 地域別でみると、すべての地域で「感じている」と回答した企業の割合が最も高く、岩手地区が 92.3％、

千厩地区が 90.9％となっている。 

 担い手不足と感じている職種は、「技能労働者」が 55.4％と最も高く、「技術者」が 42.4％と続く。担

い手不足の状況下で各企業では、「週休二日制の導入など、長時間労働対策」を行い担い手の確保を行っ

ているとの回答が最も多かった。 

 
図 担い手の状況・地域別 

 

図 担い手不足と感じている職種 

 
図 担い手の確保のための取組内容 
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５－２ 若年者入職促進の取組 

 若年者入職促進の取組として、「有給休暇の積極取得を促している」を選択した企業が 47.7％と最も

高く、「講座受講などの資格取得支援を設けている」が 43.4％と続く。 

 また、若年者入職後の定着率は、「ほとんど定着している」と回答した企業が 25.3％となった。 

 

図 若年者入職促進のための取組内容 

 

図 若年者入職促進の取組結果 

 

 

図 若年者入職後の定着率 
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講座受講などの資格取得支援を設けている

賃金の改定や月給制への移行など、待遇改善を行っている

インターンシップの受入れを行っている

工業高校への求人や就職ガイダンスなどへの参加を行っている

先輩職員などから技術指導を受ける場の提供している

SNSを活用した情報発信の強化など、企業のイメージアップを行っている

特に取り組んでいない

11.7% 64.6% 23.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増えている 増えていない どちらとも言えない

25.3% 22.8% 51.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんど定着している 定着率が低い どちらともいえない



41 

 

５－３ 建設業における女性活躍推進 

 女性が建設業で働きやすくする取組について、「産前・産後休業制度」を挙げる企業が 63.0％と最も多

く、「介護休業制度」の 48.4％、「子の看護休暇」の 42.9％と続いている。 

 女性活躍を推進するうえでの課題としては、「体力が必要な行程が多く、女性が担当できる仕事が限ら

れている」との回答が 55.2％と最も多かった。 

女性の活躍を支援するためにはどのような取組が効果的かについては、「家庭との両立を配慮した始業

時間、終了時間など労働時間の見直し」が 61.6％と最も多かった。 

 

 

図 女性活躍促進の取組 

 

図 女性活躍促進を推進するうえでの課題 

 

 

図 女性の活躍を支援するための取組 

  

63.0%

48.4%

42.9%

30.5%

21.5%

18.9%

12.5%

10.7%

7.6%

7.3%

7.2%

1.6%

25.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

自社の就業規則として産前・産後休業制度を設けている

自社の制度として介護休業制度を設けている

自社の制度として子の看護休暇を設けている

自社の制度として子育てや介護に関する所定外労働の免除制度を設けている

現場事務所に女性用トイレ、女性用更衣室を設けている

自社の制度として子育て・介護に係る法定を上回る短時間勤務制度を設けている

朝礼の時間や方法について、育児中の女性に配慮した柔軟な対応をしている

結婚・育児に当たっての転勤や配置転換などの配慮がある

結婚・出産に対応した再雇用制度がある

フレックスタイム制度がある

女性の意欲や就業意識を高めるための研修がある

育児サービスの利用に対する経済的補助がある

特に取り組んでいない

55.2%

30.5%

28.4%

18.3%

14.1%

12.9%

12.2%

11.9%

10.7%

3.9%

3.6%

1.4%

13.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

体力が必要な工程が多く、女性が担当できる仕事が限られている

女性の休業期間中の代替要員の確保が難しい

女性には時間外労働、深夜業をさせにくいというイメージがある

家庭との両立する女性のフォローアップ体制を組む余裕がない

女性はコストをかけて育成しても離職率が高いイメージがある

男性社員、管理職、経営者自身の理解が不足している

女性のための職場環境整備（トイレなど）にコストがかかる

女性が働くにあたり託児先がない

現場の男性からの理解が不足している

女性の活躍支援制度の利用対象外となる人が負担感を感じる

経営者を中心にアンコンシャスバイアスに関する理解が進まない

顧客や取引先から理解が得られない

問題、課題について考えたことがない

61.6%

55.6%

45.6%

33.8%

15.2%

12.6%

11.5%

9.5%

8.6%

5.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

家庭との両立を配慮した始業時間、終業時間など労働時間の見直し

女性に適した施設設備（トイレ、更衣室、作業着、工具）の導入

家庭との両立を配慮した計画的な休暇取得に向けた環境整備

女性が育児休業制度等を利用しやすいような、職場環境の整備

離職後に復職しやすい環境づくり

女性のロールモデルをつくり、将来像を描けるようにする

託児環境への支援（託児代補助など）

経営者を中心としたアンコンシャスバイアス解消に向けた意識改革

柔軟な人事制度の整備（育休後に昇進が遅れないなど）

妊娠中や育児中の悩みを相談できる仕組みづくり
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５－４ 生産性向上の取組 

 生産性向上の取組について、「電子小黒板を利用したことがある」を挙げる企業が 45.4％と最も多く、

「ASP（情報共有システム）を利用したことがある」は 27.9％となっている。 

 CCUS（建設キャリアアップシステム）を「登録している」とする企業は 57.0％、「登録していない」は

30.4％、「登録する予定がない」は 12.6％となっている。登録していない理由は「CCUSを活用している現

場が少なく利用機会が少ない」が 63.8％と最多となった。 

 

 

図 生産性向上の取組 

 

 
図 CCUSの登録状況 

 

 

図 CCUSを登録していない理由 

  

45.4%

27.9%

27.8%

11.9%

10.3%

9.6%

9.2%

7.3%

5.6%

35.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

電子小黒板を利用したことがある

ASP(情報共有システム)を利用したことがある

業務打合せ時にIT(テレビ会議等)を活用したことがある

UAV・          等の3D測量機器を自社所有している

         ・          対応の建設機械リースし使用したことがある

UAV・          等の3D測量を外注し使用したことがある

ウェアラブルカメラ等を用いて検査(遠隔臨場)したことがある

UAV・          等の3D測量機器をリースし使用したことがある

         ・          対応の建設機械を所有している

特に取り組んでいない

57.0% 30.4% 12.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

登録している 登録していない 登録する予定がない

63.8%

34.1%

25.8%

25.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

CCUSを活用している現場が

少なく利用機会が少ない

登録したメリットがない

登録申請等の手間が掛かる

登録申請等の経費が掛かる
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５－５ 時間外労働について 

 時間外労働の状況について、「減少傾向にある」が 47.2％と最も多く、次いで「かわらない（上限規制

以下）」が 23.0％と続いている。「増加傾向にある」は 6.0％にとどまっており、各企業も時間外労働の削

減に努力していることが窺われる。 

 時間外労働が発生する主な要因として挙げているのは、「人手が不足している」の 63.9％、次いで「発

注者へ提出する書類作成等に時間を要する」が 55.7％となっている。 

 

 
図 時間外労働の状況 

 

 
図 時間外労働の状況・資本金別 

 

 
図 時間外労働の主な発生原因 

6.0% 47.2% 20.6% 3.2% 23.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増加傾向にある 減少傾向にある 元々ない

かわらない（上限規制以上） かわらない（上限規制以下）

0.0%

3.5%

4.5%

6.2%

6.4%

10.4%

22.2%

40.0%

49.4%

37.9%

39.0%

52.5%

62.5%

44.4%

20.0%

29.4%

28.8%

32.2%

12.8%

0.0%

0.0%

0.0%

4.7%

3.0%

2.1%

2.5%

8.3%

11.1%

40.0%

12.9%

25.8%

20.5%

25.9%

18.8%

22.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人

500万円未満

500万円以上

1,000万円未満

1,000万円以上

2,000万円未満

2,000万円以上

5,000万円未満

5,000万円以上

１億円未満

1億円以上

増加傾向にある 減少傾向にある 元々ない かわらない（上限規制以上） かわらない（上限規制以下）

55.7%

63.9%

27.9%

29.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

発注者へ提出する書類作成等に時間を要する

人手が不足している

適正な工期の発注ではない

発注者や関係機関との協議等に時間を要する


